
平成29年12月

頁 項目 誤 正

13 第１編３. 表1-3-1

特定建築物の敷地及び構造 建築物の敷地及び構造

特定建築設備（防火設備を含む） 建築設備（防火設備を含む）

特定建築物の敷地及び構造 建築物の敷地及び構造

特定建築設備（防火設備を除く） 建築設備（防火設備を除く）

19 第１編４.
図1-4-1
最も左側のフロー

委託 委託等

83 第２編２.
表2-2-2（4/4）
［追記事項］分類の２行目

a' aに相当する項目の内、建基法告示とは点検方
法等が異なっている項目

削除
（本表にはa'に該当する項目はないため）

91 第２編２.

表2-2-3（2/4）
(25)（い）連動機構　手動閉
鎖装置　（ろ）設置の状況の
項、分類の欄

a a'

94 第２編２.

表2-2-3（3/4）
(21)（い）連動機構　手動閉
鎖装置　（ろ）設置の状況の
項、分類の欄

a a'

95 第２編２.

表2-2-3（4/4）
(2)（い）ドレンチャー等
散水ヘッド　（ろ）散水ヘッ
ドの設置の状況の項、分類の
欄

a a'

97 第２編２.

表2-2-3（4/4）
(24)（い）連動機構　手動作
動装置　（ろ）設置の状況の
項、分類の欄

a a'

207 第４編１．

表4-1-1
「4 支障がない状態」の欄
「点検様式、確認用チェック
シート」の項

（表4-1-2の「点検」は「確認」に読み替え
る。）

（表4-1-3の「点検」は「確認」に読み替え
る。）

国の機関の建築物の点検・確認ガイドライン（平成29年版）正誤表

（平成29年10月5日　第1版第1刷発行）

別紙

13

14

第１編３.

第１編３.

図1-3-1、左側の項目名

図1-3-2、左側の項目名



頁 項目 誤 正

325 第４編４．
（２）確認用チェックシート
からの転記
表の最上段

確認用チェックリスト 確認用チェックシート



別紙

点検周期 備 考 関係法令 点検周期 備 考 関係法令
建基法施行規則第5条の2

（建基法の［点検］の対象）

建基法施行規則第5条の2

（建基法の［点検］の対象）
官公法施行規則第1条第1項

（官公法の［点検］の対象）

官公法施行規則第1条第1項

（官公法の［点検］の対象）

建築物の昇降機 1年以内ごと 建築物の昇降機 1年以内ごと
建基法施行規則第6条の2

（建基法の［点検］の対象）

建築物の防火

設備

誤 正

建築物の敷地及び構造 3年以内ごと 検査済証の交付を受けた

後、最初の［点検］につ

いては、6年以内に行

う。

特定建築物の敷地及び構

造

3年以内ごと 検査済証の交付を受けた

後、最初の［点検］につ

いては、6年以内に行

う。

表1-3-1　［点検］の周期の根拠規定 表1-3-1　［点検］の周期の根拠規定

点検対象 点検対象

1年以内ごと

建基法施行規則第6条の2

（建基法の［点検］の対象）

官公法施行規則第2条第2項

（官公法の［点検］の対象）

建基法施行規則第6条の2

（建基法の［点検］の対象）
特定建築

設備

特定建築物の

昇降機以外の

建築設備

1年以内ごと*1

特定建築物の

防火設備
1年以内ごと

官公法施行規則第2条第2項

（官公法の［点検］の対象）

検査済証の交付を受けた

後、最初の［点検］につ

いては、2年以内に行

う。*2
建基法施行規則第6条の2

（建基法の［点検］の対象）

検査済証の交付を受けた

後、最初の［点検］につ

いては、2年以内に行

う。*2

建築設備 建築物の昇降

機以外の建築

設備

1年以内ごと*1


